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Press Release 

2023 年 3 月 23 日 

株式会社マイナビ 

 

マイナビ、「企業の雇用施策に関するレポート（2023 年版） 

～2023年は賃上げによる人材獲得競争が過熱～」を発表 

前年度より現従業員の賃上げを予定する企業は 74.8％。 

教育訓練費を増やすとしたのは 6割超えで、ともに前年比で大幅な増加 

 

株式会社マイナビ（本社：東京都千代田区、代表取締役 社長執行役員：土屋芳明）は、全国の民間企業

等を対象に、中途採用業務のうち「採用費用の管理・運用」に携わっている人事担当者に、雇用施策の

導入傾向や今後の意向を明らかにすることを目的とした「企業の雇用施策に関するレポート（2023 年版）」

の結果を発表しました。 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

【調査概要】 

2023年度の中途採用者の賃上げについて、前年度より「上げる予定」としたのは73.3%で、前年より

17.3ptの増加となった。賃上げの水準は「前年度より、10%以上の水準で上げる予定」が35.4%（前年

比：+13.0pt）で最も高く、次いで「前年度より、4%以上～10%未満の水準で上げる予定」が18.8%（前

年比：+4.4pt）となり、前年より高水準での賃上げを検討していることがわかる。 

業種別で上げる予定と答えたのは、「商社」が80.6％で最も高く、「メーカー」「流通・小売・フードサ

ービス」と続いた。また、「前年度より、10%以上の水準で上げる予定」では、「IT・通信・インターネ

ット」が44.6%（全体比：+9.2pt）となり、経験者や優秀な人材を採用するために大幅な賃上げを予定

している。物価高や人手不足を背景に、企業では中途採用者の賃上げによる人材の獲得競争が加熱す

ると考えられる。【図1】 

 

現従業員の賃金ベースアップについて、前年度より「上げる予定」としたのは 74.8%となり、前年より

14.7pt の大幅な増加となった。賃上げ水準では「前年度より、10%以上の水準で上げる予定」が 25.0%

（前年比：+9.0pt）が最も高かった。また、リスキリングを含む教育訓練費を、前年度より「上げる予

定」としたのは 65.7%（前年比：+14.8pt）となり、教育訓練費の増加でも「前年度より、10%以上の水

準で上げる予定」が 23.1%で最も高かった。 

賃上げ水準を業種別でみると、「前年度より、10%以上の水準で上げる予定」が最も高かったのは「IT・

通信・インターネット」で 30.9%となった。また、教育訓練費については、「金融・保険・コンサルティ

ング」で「前年度より、10%以上の水準で上げる予定」が 27.6%と高い結果となった。【図 2】 

企業では、新規採用者への賃上げの積極性と同様に、現従業員への賃金ベースアップを図り、リスキリ

ングなどの教育訓練費を増加することで、人材の育成と定着にも力を入れていくと考えられる。 

 

《TOPICS》 

◆ 2023年度に中途採用者の賃金を上げる予定がある企業は 7割超。賃上げによる人材獲得競争が

活発化の様相【図 1】 

◆ 前年度より現従業員の賃上げを予定する企業は 74.8％。教育訓練費を増やすとしたのは 6割超

えで、ともに大幅な増加【図 2】 

◆ 自社成長のため重要だと思うものは、「人材の長期定着」が「人材流動化の促進」を大きく上回る

【図 3、4】 

◆ 定年延長の対応について、努力義務である 70 歳までの雇用延長に対応済みの企業が 4 割以上 

【図 5、6】 
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自社がこの先成長していくためには、人材の定着もしくは人材の流動化のどちらが重要かをきいたとこ

ろ、「人材が長期的に定着すること」が 85.0%、「人材の流動化が進むこと」が 11.8%で、人材の定着が大

きく上回った。業種別では、全 9 業種で「人材が長期的に定着すること」が 8 割を超えた。人材が長期的

に定着することが重要とする理由をみると、「流動性も大切だが、まずは人材定着による地盤固めが重

要」などの回答が挙がった。反対に人材の流動化が進むことが重要とする理由では、「人材を固定させ

ず、異動による流動化で活性させたい」などの回答があった。【図 3、4】 

8 割以上の企業が、人材の定着を企業成長の地盤固めとしているが、少数ながらも人材を一所に留めるの

ではなく社内流動性を高めることで、企業成長に繋げようとする企業がいることも分かった。  

 

2021年 4月に改正された高年齢者雇用安定法（定年延長）の対応種類について、「努力義務である 70歳

までの雇用延長に対応済み」の企業が 45.5%となった。雇用延長の対応種類では、勤務延長制度・再雇

用制度などの「本人が希望する時は、70歳までの何らかの雇用制度を導入した」が 20.8％で最も多く、

次いで「定年制を撤廃した」が 13.4％、「定年を～70歳まで引き上げた」が 11.4%となった。【図 5】 

 

60 歳以上の継続就業者の働き方や待遇についてきいたところ、「59 歳以前と変わらない（±1 割未満）」

と回答した割合が、「1週間あたりの就労時間」で 38.9%、「業務量」で 40.7%といずれも最多となった。

また、それぞれの項目の増減を比べると、1週間あたりの就労時間では「増えている計」が高く、業務

量と給与（賃金）では「減っている計」が高くなった。【図 6】 

少子高齢化や人手不足により、企業の若手人材の獲得競争は激しく、企業では定年延長によりシニア世

代にも現役時と変わらない活躍ができる場を提供している様子がうかがえる。就業者本人の希望により

待遇が変化するケースもあると思うが、就業者の働く意欲が低下しないような配慮が重要だろう。 

 

【調査担当者のコメント】 

物価高や人手不足を背景に、企業では中途採用者への賃金を前年より大幅に増加する予定ということが

わかりました。同様に現従業員の賃金ベースアップ、リスキリングなどの教育訓練費においても高水準

での増加を予定しているようです。ここから、中途採用者の賃上げに伴い中途採用市場はさらに活発化

することがうかがえます。一方で、今後は現従業員の成長と長期定着も人事戦略、および企業の成長戦

略の重要なポイントになると予想します。 

また、定年延長により生涯就業期間が伸び、シニア層の労働人口は若年層とは反対に増加していくこと

が予想されます。リスキリングなどの教育訓練費を若手人材だけではなく、年齢に関わらず積極的に投

資し、労働人口の多いミドル・シニア層が成長や活躍のできる企業となることは中長期的には若手人材

の獲得、継続的な企業成長にも繋がっていくのではないかと考えます。 

キャリアリサーチラボ 研究員 関根貴広 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 1】中途採用者の賃上げ予定（単一回答）  
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【図 2】現従業員の賃上げ予定、教育訓練費の増減予定（単一回答） 

【図 3】自社成長のために重要だと思うこと（単一回答） 

【図 4】人材の長期定着・人材の流動化が重要だと思う理由（自由回答） 

2022年 全体 (1400) 74.8 65.7 (%)

2021年 全体 (1400) 60.1 50.9

IT・通信・インターネット (204) 77.0 72.5

メーカー (294) 78.9 67.0

商社 (67) 80.6 65.7

サービス・レジャー (172) 68.0 58.1

医療・福祉・介護 (147) 67.3 61.9

流通・⼩売・フードサービス (120) 77.5 64.2

金融・保険・コンサルティング (87) 75.9 75.9

不動産・建設・設備・住宅関連 (166) 75.3 64.5

運輸・交通・物流・倉庫 (93) 74.2 66.7

※n=30以上の業種のみ表記
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前年度より、10%以上の水準で上げる予定 前年度より、4%以上～10%未満の水準で上げる予定
前年度より、1.5%以上～4%未満の水準で上げる予定 前年度より、1.5%未満の水準で上げる予定
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人材の長期定着が重要とする理由 人材の流動化が重要とする理由

メーカー、従業員規模1,001名以上

「流動性も大切だが、まずは人材定着による地盤固めが重要」

IT・通信・インターネット、従業員規模1,001名以上

「人材が長期定着する会社が、新規採用もうまくいくと思うから」

金融・保険・コンサルティング、従業員規模1,001名以上

「若い世代が長く働けるような会社が成長すると思うから」

運輸・交通・物流・倉庫、従業員規模1,001名以上

「人材を固定させず、異動による流動化で活性させたい」

サービス・レジャー、従業員規模1,001名以上

「人材が企業間を移動することで産業が発展し、雇用市場の活

性化につながると思うから」

メーカー、従業員規模51～300名

「タイミングを図りながら、良い人材を適材適所に配置するため」
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※調査結果の詳細は会社 HPのニュースリリース（https://www.mynavi.jp/news/）からご確認いただけます 

【調査概要】「企業の雇用施策に関するレポート（2023年版）」 

○調査期間／スクリーニング調査・本調査：2022年 12月 16日（金）～12月 20日（火）※一体で実施 

○調査方法／インターネット調査 

○調査対象／従業員数 3 名以上の企業において、直近（2022 年 1～12 月）に中途採用業務を担当してお
り、「採用費用の管理・運用」に携わっている人事担当者 

○有効回答数／1,400件 

※調査結果は、端数四捨五入の関係で合計が 100％にならない場合があります。 

※n=30以下は参考値としております。 

【図 5】定年延長の対応種類 

【図 6】60歳以降の働き方、待遇の変化 

https://www.mynavi.jp/news/

